
事業実施提案書
○ 以下の項目をＡ４判５枚程度で作成すること。
○ 委託要綱及び募集要領記載の審査基準を踏まえ、内容を分かりやすく、具体的に記載すること（画像やイメージ図等の使用も可）。
	①「多言語翻訳支援技術や情報収集用デジタルツールの活用事例の調査」について
	※ 調査・ヒアリング対象の候補、調査・ヒアリング内容、実施スケジュールなどについて記載すること。



	②「外国人被災者支援の経験・知見を有するNPO等へのヒアリング調査」について
	※ヒアリング内容、ヒアリング対象選定に係る県との協議に対する考え方、実施スケジュールなどについて記載すること。


	③「デジタルツール開発事業者、関係機関による検討会議の開催・運営の支援」について
	※参加する デジタルツール開発事業者の検討・提案の考え方、会議の開催・運営の支援に対する考え方、関係機関との調整や個別の打合せへの対応などについて記載すること。



	④「基本計画の策定（中間報告の作成を含む）」について
	※ 効果的かつ実現可能な計画策定に向けた考え方などについて記載すること。



（様式５）








